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（1） 平成 20年（2008年）までの対応 
 学校は，児童生徒にとって安心して学ぶことができる場所でなければならず，児童生徒の安全確保及























 平成 20 年答申を受けて，「学校保健法」が「学校保健安全法」として大幅に改正され平成 20 年（2008
















                                                        
1http://www.mext.go.jp/component/a_menu/education/detail/__icsFiles/afieldfile/2010/01/20/006.pdf（2018 年 12 月
10 日採取）。 
2http://www.mext.go.jp/component/a_menu/education/detail/__icsFiles/afieldfile/2010/01/20/013_1.pdf（2018 年 12
月 10 日採取）。 
3http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo0/toushin/__icsFiles/afieldfile/2009/01/14/001_4.pdf（2018 年
12 月 10 日採取）。 
4 http://www.mext.go.jp/b_menu/hakusho/nc/1285251.htm（2018 年 12 月 10 日）。 
5 これは註４にある通知からの直接引用であるが，ウェブサイト上に掲載されているため，頁の特定はでき
なかった。以下，直接引用部分で頁が特定されていない場合は，同様の理由による。 
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① 学校安全に関する設置者の責務（第 26 条関係） 
 学校の設置者は，学校の施設及び設備並びに管理運営体制の整備充実その他の必要な措置を講ず
るよう努めるものとする。 





























 学校保健安全法の施行，そして平成 23 年（2011 年）３月 11 日の東日本大震災発生の教訓を受け，平
成 24 年（2012 年）３月には中教審から『学校安全の推進に関する計画策定について（答申）』6が出さ
れ，あわせて『学校防災マニュアル（地震・津波災害）作成の手引き』7が作成された。さらに，近年の
学校や児童生徒等を取り巻く様々な安全上の課題や，『学校事故対応に関する指針』8（平成 28 年（2016
                                                        
6 http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo0/toushin/1318910.htm（2018 年 12 月 10 日採取）。 
7 https://anzenkyouiku.mext.go.jp/mextshiryou/data/saigai02.pdf（2018 年 12 月 10 日採取）。 













課題であることから，佐賀県教育委員会では，平成 20 年（2008 年）４月，教育現場における危機管理
の在り方についての基本的な指針を示した『教育現場における安全管理の手引き』（以下「県手引き」）













 学校保健安全法やその後の国の『学校安全の推進に関する計画』11（平成 24 年（2012 年）４月）や










                                                        
9 http://www.mext.go.jp/a_menu/kenko/anzen/__icsFiles/afieldfile/2017/06/13/1383652_03.pdf（2018 年 12 月 10 日
採取）。 
10 https://anzenkyouiku.mext.go.jp/mextshiryou/data/aratanakikijisyou_all.pdf （2018 年 12 月 10 日採取）。 
11 http://www.mext.go.jp/a_menu/kenko/anzen/1320286.htm（2018 年 12 月 10 日採取）。 
12 http://www.mext.go.jp/a_menu/kenko/anzen/__icsFiles/afieldfile/2016/04/08/1369565_1.pdf （2018 年 12 月 10
日採取）。 


























































② 指揮系統及び役割分担を明確にする。また，全教職員での情報を共有する。  
③ 当事者や児童生徒へのケアを十分に行う。  
④ 誹謗・中傷から当事者や児童生徒を守る。  
⑤ 県教委等関係機関との連携を密にする。  
⑥ 外部対応の窓口は一本化する。  
⑦ 情報の拡散等による二次被害を防止する。  
⑧ 保護者や地域住民等に対し，十分な説明を行う。  
⑨ すべての記録を残す。 
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